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１．障害者総合支援法とサービス管理
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（１）障害福祉施策のこれまでの経緯について
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障害者の数

○障害者の総数は７８７．９万人であり、人口の約６．２％に相当。

○そのうち身体障害者は３９３．７万人、知的障害者は７４．１万人、精神

障害者は３２０．１万人。

身体障害者（児）３９３．７万人
在宅身体障害者（児）３８６．４万人（９８．１％）

知的障害者（児）７４．１万人
在宅精神障害者２８７．８万人（８９．９％）

施設入所身体障害者（児）７．３万人（１．９％）

在宅知的障害者（児）６２．２万人（８３．９％）

施設入所知的障害者（児）１１．９万人（１６．１％）
※身体障害者（児）数は平成２３年（在宅）、平成２１年（施設）の調査等、知的障害者（児）数は平成２３年の調査、精神障害者数は平成23年の調査による推計。なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。※平成23年の調査における身体障害者（児）数（在宅）及び知的障害者（児）数（在宅）は岩手県、宮城県、福島県、仙台市、盛岡市、郡山市、いわき市及び大阪市を除いた数値である。知的障害者（児）数（施設）は宮城県、福島県の一部市町村を除いた数値である。※平成23年の調査における精神障害者数は宮城県石巻医療圏及び気仙沼医療圏並びに福島県を除いた数値である。※在宅身体障害者（児）、在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は１９．５万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には含まれていない。※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

精神障害者３２０．１万人

入院精神障害者３２．３万人（１０．１％）

（在宅・施設別） （年齢別）

６５歳未満の者３１％ ６５歳未満の者６４％
６５歳以上の者６９％ ６５歳以上の者３６％６５歳以上の者 ９％

６５歳未満の者 ９１％
身体障害者（児）３９３．７万人 知的障害者（児）７４．１万人 精神障害者３２０．１万人障害者総数 ７８７．９万人（人口の約６．２％）うち在宅 ７３６．４万人（９３．５％）うち施設入所 ５１．５万人（ ６．５％） 障害者総数 ７８７．９万人（人口の約６．２％）うち６５歳未満 ５０％うち６５歳以上 ５０％

障害福祉サービスの利用者数は７３．５万人

（H27.3月、前年同月比約5.7％増）

（身体：20.6万人、知的：34.9万人、

精神：16.3万人、児：1.7万人）
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「ノーマライゼーション（「ノーマライゼーション（「ノーマライゼーション（「ノーマライゼーション（※※※※）」理念の浸透）」理念の浸透）」理念の浸透）」理念の浸透※ 障害者などが地域で普通の生活を営むことを当然とする福祉の基本的考え
障害福祉施策の歴史

【H15】
【S56】障害者基本法障害者基本法障害者基本法障害者基本法（心身障害者対策基本法として昭和45年制定） ªª ªª

身体障害者福祉法身体障害者福祉法身体障害者福祉法身体障害者福祉法（昭和24年制定）
知的障害者福祉法知的障害者福祉法知的障害者福祉法知的障害者福祉法（精神薄弱者福祉法として昭和35年制定）
精神保健福祉法精神保健福祉法精神保健福祉法精神保健福祉法（精神衛生法として昭和25年制定）

ªª ªª
ªª ªª

ªª ªª
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行

施
行
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精神衛生法から精神保健法へ【S62】
精神薄弱者福祉法から知的障害者福祉法へ【H10】
精神保健法から精神保健福祉法へ【H7】

利用者が利用者が利用者が利用者がサービスを選択サービスを選択サービスを選択サービスを選択できる仕組みできる仕組みできる仕組みできる仕組み ３障害３障害３障害３障害共通の共通の共通の共通の制度制度制度制度国国国国際際際際障障障障害害害害者者者者年年年年完全参加と平等
地域生活地域生活地域生活地域生活を支援を支援を支援を支援

心身障害者対策基本法から障害者基本法へ【H5】

“
”

障害者基本法の一部改正【H23】共生社会の共生社会の共生社会の共生社会の実現実現実現実現

難病等を難病等を難病等を難病等を対象に対象に対象に対象に

地域社会に地域社会に地域社会に地域社会における共生のおける共生のおける共生のおける共生の実現実現実現実現 【H25】
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措置制度から支援費制度へ（措置制度から支援費制度へ（措置制度から支援費制度へ（措置制度から支援費制度へ（H15））））

支援費制度の意義支援費制度の意義支援費制度の意義支援費制度の意義

�多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応

�利用者の立場に立った制度構築利用者の立場に立った制度構築利用者の立場に立った制度構築利用者の立場に立った制度構築

措置制度（～Ｈ１５）措置制度（～Ｈ１５）措置制度（～Ｈ１５）措置制度（～Ｈ１５）

行政

事業者

障害者

事業者を特定

サービス内容

を決定

行政からの受託者と

してのサービス提供

行政

事業者 障害者

事業者を選択

契約による

サービス提供

支給申請

支給決定

支援費制度（支援費制度（支援費制度（支援費制度（Ｈ１５～Ｈ１８）Ｈ１５～Ｈ１８）Ｈ１５～Ｈ１８）Ｈ１５～Ｈ１８）

＜措置制度＞＜措置制度＞＜措置制度＞＜措置制度＞

�行政がサービス内容を決定行政がサービス内容を決定行政がサービス内容を決定行政がサービス内容を決定

�行政が事業者を特定行政が事業者を特定行政が事業者を特定行政が事業者を特定

�事事事事業者が行政業者が行政業者が行政業者が行政からのからのからのからの受託者受託者受託者受託者

とととと してサービス提供してサービス提供してサービス提供してサービス提供

＜支援費制度＞＜支援費制度＞＜支援費制度＞＜支援費制度＞

�障害者の自己決定を尊重障害者の自己決定を尊重障害者の自己決定を尊重障害者の自己決定を尊重

（サービス利用意向）（サービス利用意向）（サービス利用意向）（サービス利用意向）

�事業者と利用者が対等事業者と利用者が対等事業者と利用者が対等事業者と利用者が対等

�契約によるサービス利用契約によるサービス利用契約によるサービス利用契約によるサービス利用

報酬支払
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障害者施策を３障害一元化障害者施策を３障害一元化障害者施策を３障害一元化障害者施策を３障害一元化

就労支援の抜本的強化就労支援の抜本的強化就労支援の抜本的強化就労支援の抜本的強化

安定的な財源の確保安定的な財源の確保安定的な財源の確保安定的な財源の確保

・養護学校卒業者の５５％は福祉施設に入所

・就労を理由とする施設退所者はわずか１％

・新規利用者は急増する見込み

・不確実な国の費用負担の仕組み

利用者本位のサービス体系に再編利用者本位のサービス体系に再編利用者本位のサービス体系に再編利用者本位のサービス体系に再編

・ 障害種別ごとに複雑な施設・事業体系

・ 入所期間の長期化などにより、本来の施設目的と

利用者の実態とが乖離

自
立
と
共

生
の
社

会
を
実

現

障
害
者
が
地

域
で
暮

ら
せ
る

社
会
に

支給決定の透明化、明確化支給決定の透明化、明確化支給決定の透明化、明確化支給決定の透明化、明確化

・全国共通の利用ルール（支援の必要度を判定

する客観的基準）がない

・支給決定のプロセスが不透明

法律による改革法律による改革法律による改革法律による改革

制定前
制定前
制定前
制定前

・ ３障害ばらばらの制度体系

（精神障害者は支援費制度の対象外）

・実施主体は都道府県、市町村に二分化

制定前
○３障害の制度格差を解消３障害の制度格差を解消３障害の制度格差を解消３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に

○市町村に実施主体を一元化市町村に実施主体を一元化市町村に実施主体を一元化市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバック

アップ

○３３種類に分かれた施設体系を再編し、日中活動支援再編し、日中活動支援再編し、日中活動支援再編し、日中活動支援とととと

夜間夜間夜間夜間の居住支援を分離の居住支援を分離の居住支援を分離の居住支援を分離

あわせて、「地域生活支援」「就労支援」「地域生活支援」「就労支援」「地域生活支援」「就労支援」「地域生活支援」「就労支援」のための事業や

重度重度重度重度の障害者の障害者の障害者の障害者を対象としたサービスを創設

○規制緩和規制緩和規制緩和規制緩和を進め既存の社会資源を活用

○新たな就労支援事業を創設新たな就労支援事業を創設新たな就労支援事業を創設新たな就労支援事業を創設

○雇用施策との連携雇用施策との連携雇用施策との連携雇用施策との連携を強化

○支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）客観的な尺度（障害程度区分）客観的な尺度（障害程度区分）客観的な尺度（障害程度区分）をををを

導入導入導入導入

○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化支給決定プロセスを透明化支給決定プロセスを透明化支給決定プロセスを透明化

○国の費用負担の責任を強化国の費用負担の責任を強化国の費用負担の責任を強化国の費用負担の責任を強化（費用の１／２を負担）

○利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組み皆で支える仕組み皆で支える仕組み皆で支える仕組みに

「平成１８年障害者自立支援法」のポイント
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３障害一元化による制度格差の解消・実利用者数の推移

平成２５年 １０月から平成２６年 １０月にかけて障害福祉サービス利用者数全体で５．７％増加している。

一方、精神障害者の利用者数は１３．０％の増加となっている。

(２６年１０月の利用者数)

このうち 身体障害者の伸び率…… ３．６％ 身体障害者…… ２０．４ 万人

知的障害者の伸び率…… ４．２％ 知的障害者…… ３４．４ 万人

精神障害者の伸び率…… １３．０％ 精神障害者…… １５．６ 万人

難病等対象者… ０．１ 万人

（1,080人）

○平成２５年１０月→平成２６年１０月の伸び率（年率）・・・・・ ５．７％
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平成17年度

提供されるサービスの総量 グループホーム

３．４万（人分）（人分）（人分）（人分）

平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月

48,394人

55,983人
63,323人

71,866人

42,027人

○ケアホーム・グループホーム利用者の推移○ケアホーム・グループホーム利用者の推移○ケアホーム・グループホーム利用者の推移○ケアホーム・グループホーム利用者の推移

○施設入所者数の推移○施設入所者数の推移○施設入所者数の推移○施設入所者数の推移

施設等から地域への移行の推進施設等から地域への移行の推進施設等から地域への移行の推進施設等から地域への移行の推進

入所施設の利用者数は、障害者自立支援法前から着実に減少している。

ケアホーム・グループホーム利用者は着実に増加している。入所者数（人）

出典：国保連データ速報値等平成17年度（17年10月１日） 平成20年10月（国保連データ） 平成21年10月（国保連データ） 平成22年10月（国保連データ） 平成23年10月（国保連データ） 平成24年10月（国保連データ）
ケアホーム

グループホーム

81,729人

平成25年10月（国保連データ）

出典：国保連データ速報値等

平成26年10月（国保連データ）
88,897人

平成26年3月

146,001

144,425

139,851 139,859

136,653

134,573

133,362
132,588
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障害保健福祉施策のこれまでの経緯障害保健福祉施策のこれまでの経緯障害保健福祉施策のこれまでの経緯障害保健福祉施策のこれまでの経緯

障害者総合支援法関係障害者総合支援法関係障害者総合支援法関係障害者総合支援法関係 その他障害者関連施策の動きその他障害者関連施策の動きその他障害者関連施策の動きその他障害者関連施策の動き

平成１８年 ４月：「障害者自立支援法」の一部施行（同年１０月に完全施行）
１２月：法の円滑な運営のための特別対策（①利用者負担の更なる軽減②事業者に対する激変緩和措置 ③新法移行のための経過措置） ４月：「障害者雇用促進法改正法」の施行

１０月：「精神保健福祉法」の施行

１２月：国連総会本会議で「障害者権利条約」が採択

平成１９年 １２月：障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置（①利用者負担の見直し ②事業者の経営基盤の強化 ③グループホーム等の整備促進） ９月：「障害者権利条約」へ署名

１１月：「身体障害者補助犬法改正法」の成立（平成２０年１０月に施行）
平成２０年 １２月：社会保障審議会障害者部会報告の取りまとめ １２月：「障害者雇用促進法改正法」が成立（平成２１年４月に施行（一部、段階施行あり））
平成２１年 ３月：「障害者自立支援法等改正法案」 国会提出（ → ７月の衆議院解散に伴い廃案）

９月：連立政権合意における障害者自立支援法の廃止の方針

平成２２年 １月：厚生労働省と障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団との基本合意

障がい者制度改革推進会議において議論開始

４月：低所得者の障害福祉サービス及び補装具に係る利用者負担を無料化

障がい者制度改革推進会議総合福祉部会において議論開始

６月：「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」（閣議決定）
１２月：「障害者自立支援法等改正法」（議員立法）が成立「障害者自立支援法等改正法」（議員立法）が成立「障害者自立支援法等改正法」（議員立法）が成立「障害者自立支援法等改正法」（議員立法）が成立（平成２４年４月に完全施行）（平成２４年４月に完全施行）（平成２４年４月に完全施行）（平成２４年４月に完全施行）

平成２３年 ８月：「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」取りまとめ ６月：「障害者虐待防止法」（議員立法）が成立（平成２４年１０月に施行）
７月：「障害者基本法改正法」が成立（同年８月に施行）

平成２４年 ６月：：：：「障害者総合支援法」が成立「障害者総合支援法」が成立「障害者総合支援法」が成立「障害者総合支援法」が成立（平成２５年４月（一部、平成２６年４月）に施行（平成２５年４月（一部、平成２６年４月）に施行（平成２５年４月（一部、平成２６年４月）に施行（平成２５年４月（一部、平成２６年４月）に施行)))) ６月：「障害者優先調達推進法」（議員立法）が成立（平成２５年４月に施行）
平成２５年 ４月：基本理念の追加、障害者の範囲の見直し等について施行 ６月：「精神保健福祉法改正法」が成立（平成２６年４月（一部、平成２８年４月）に施行予定)

「障害者差別解消法」が成立（平成２８年４月に施行予定）
「障害者雇用促進法改正法」が成立（平成２８年４月（一部、平成３０年４月）に施行予定）

平成２６年 ４月：障害支援区分、ケアホームとグループホームの一元化等について施行 １月：「障害者権利条約」を批准
11



障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの
間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律の概要

（その他）（１）「その有する能力及び適性に応じ」の削除、（２）成年後見制度利用支援事業の必須事業化、

（３）児童デイサービスに係る利用年齢の特例、（４）事業者の業務管理体制の整備、

（５）精神科救急医療体制の整備等、（６）難病の者等に対する支援・障害者等に対する移動支援についての検討

－ 利用者負担について、応能負担を原則に

－ 障害福祉サービスと補装具の利用者負担を合算し負担を軽減

－ 発達障害が障害者自立支援法の対象となることを明確化

－ 相談支援体制の強化

－ 支給決定プロセスの見直し（サービス等利用計画案を勘案）、サービス等利用計画作成の対象者の大幅な拡大

－ 児童福祉法を基本として身近な地域での支援を充実

（障害種別等で分かれている施設の一元化、通所サービスの実施主体を都道府県から市町村へ移行）

－ 放課後等デイサービス・保育所等訪問支援の創設

－ 在園期間の延長措置の見直し

－ グループホーム・ケアホーム利用の際の助成を創設

－ 重度の視覚障害者の移動を支援するサービスの創設（同行援護。個別給付化）

② 利用者負担の見直し

③ 障害者の範囲の見直し

④ 相談支援の充実

⑤ 障害児支援の強化

⑥ 地域における自立した生活のための支援の充実

① 趣旨

－ 障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間における障害者等の

地域生活支援のための法改正であることを明記

公布日施行 平成24年４月１日までの政令で定める日（平成24年４月１日）から施行
平成24年４月１日施行

平成24年４月１日施行

公布日施行

(1)(3)(6)：公布日施行(2)(4)(5)：平成24年4月1日までの政令で定める日（平成24年4月1日）から施行
平成24年４月１日までの政令で定める日（平成23年10月１日）から施行

市町村に基幹相談支援センターを設置、「自立支援協議会」を法律上位置付け、地域移行支援・地域定着支援の個別給付化
１８歳以上の入所者については、障害者自立支援法で対応するよう見直し。その際、現に入所している者が退所させられることのないようにする。

（平成平成平成平成22年年年年12月３日成立、同月３日成立、同月３日成立、同月３日成立、同12月月月月10日公布日公布日公布日公布）
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平成２５年４月１日（ただし、４．及び５．①～③については、平成２６年４月１日）

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、地域社会における共生の実現に向けて、障害福祉サービスの充実等障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、新たな障害保健福祉施策を講ずるものとする。

１．趣旨１．趣旨１．趣旨１．趣旨

１．題名

「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（障害者総合支援法）」とする。

２．基本理念

法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、

社会参加の機会の確保及び地域社会における共生、社会的障壁の

除去に資するよう、総合的かつ計画的に行われることを法律の基本

理念として新たに掲げる。

３．障害者の範囲（障害児の範囲も同様に対応。）

「制度の谷間」を埋めるべく、障害者の範囲に難病等を加える。

４．障害支援区分の創設

「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状態

に応じて必要とされる標準的な支援の度合いを総合的に示す「障害

支援区分」に改める。

※ 障害支援区分の認定が知的障害者・精神障害者の特性に応じて

行われるよう、区分の制定に当たっては適切な配慮等を行う。

２．概要２．概要２．概要２．概要

３．施行期日３．施行期日３．施行期日３．施行期日

地域社会における共生の実現に向けて
新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の概要

① 常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方

② 障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方

③ 障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在り方

④ 手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する

支援の在り方

⑤ 精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方

４．検討規定４．検討規定４．検討規定４．検討規定（障害者施策を段階的に講じるため、法の施行後３年を目途として、以下について検討）

（平成２４年６月２０日 成立・同年６月２７日 公布）
５．障害者に対する支援

① 重度訪問介護の対象拡大

② 共同生活介護（ケアホーム）の共同生活援助（グループホーム）へ

の一元化

③ 地域移行支援の対象拡大

④ 地域生活支援事業の追加（障害者に対する理解を深めるための

研修や啓発を行う事業、意思疎通支援を行う者を養成する事業等）

６．サービス基盤の計画的整備

① 障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標に関する事項

及び地域生活支援事業の実施に関する事項についての障害福祉

計画の策定

② 基本指針・障害福祉計画に関する定期的な検証と見直しを法定化

③ 市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、障害者等のニーズ

把握等を行うことを努力義務化

④ 自立支援協議会の名称について、地域の実情に応じて定められる

よう弾力化するとともに、当事者や家族の参画を明確化
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障害者総合支援法附則第３条においては、施行後３年（平成28年４月）を目途とした見直しとして、以下の事項を

見直すこととしている。

障害者総合支援法施行後３年を目途とした見直し事項

常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の支援その他の障害

福祉サービスの在り方

障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方

障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在

り方

手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ること

に支障がある障害者等に対する支援の在り方

精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方

※上記の検討に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意見を反映させる措置を講ずることとされている。

■障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号）附 則 （平成二四年六月二七日法律第五一号） 抄（検討）第三条 政府は、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けて、障害者等の支援に係る施策を段階的に講ずるため、この法律の施行後三年を目途として、第一条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第一条の二に規定する基本理念を勘案し、常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方、障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方、障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在り方、手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方、精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方等について検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする。２ 政府は、前項の規定により検討を加えようとするときは、障害者等及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 14



（２）障害者総合支援法のポイント
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障害者総合支援法の目指すもの（目的規定）

• 個人としての尊厳にふさわしい日常生活や社会生活を営むことを支

援する

• 障害者や障害児の福祉の増進とともに、障害の有無にかかわらず

国民が相互に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる「地

域社会づくり」を進める

（目的）

第一条 この法律は、障害者基本法の基本的な理念にのっとり、身体障害者福祉法、知的

障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、児童福祉法その他障害者

及び障害児の福祉に関する法律と相まって、障害者及び障害児障害者及び障害児障害者及び障害児障害者及び障害児が基本的人権を享有すが基本的人権を享有すが基本的人権を享有すが基本的人権を享有す

る個人としての尊厳にふさわしい日常る個人としての尊厳にふさわしい日常る個人としての尊厳にふさわしい日常る個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な

障害福祉サービスに係る障害福祉サービスに係る障害福祉サービスに係る障害福祉サービスに係る給付、地域生活支援事業その他給付、地域生活支援事業その他給付、地域生活支援事業その他給付、地域生活支援事業その他の支援の支援の支援の支援を総合的に行いを総合的に行いを総合的に行いを総合的に行い、もって、もって、もって、もって

障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互障害者及び障害児の福祉の増進を図るとともに、障害の有無にかかわらず国民が相互

に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与に人格と個性を尊重し安心して暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的

とする。

障害者総合支援法のポイント
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障害者基本法（目的）

第一条第一条第一条第一条 （目的）（目的）（目的）（目的）

ここここの法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけ

がえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのつとり、全ての国民が、障害の有

無によつて分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を

実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定

め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及び社会参加

の支援等のための施策の基本となる事項を定めること等により、障害者の自立及び社会参

加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

障害者の権利に関する条約・障害者基本法

第一条（目的）第一条（目的）第一条（目的）第一条（目的）

この条約は、すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享有

を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目

的とする。

障害者には、長期的な身体的、精神的、知的又は感覚的な障害を有する者であって、

様々な障壁との相互作用により他の者と平等に社会に完全かつ効果的に参加することを妨

げられることのあるものを含む。

障害者の権利に関する条約（目的）
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とあるものは法律に規定されている事項。以下同じ。

市町村は、必要と認められる場合として省令で定める場合には、指定特定相談支援事業者が作成するサー

ビス等利用計画案の提出を求め、これを勘案して支給決定を行う。

＊ 上記の計画案に代えて、指定特定相談支援事業者以外の者が作成する計画案（セルフプラン）を提出可。

＊ サービス等利用計画作成対象者を拡大する。

法 支給決定後のサービス等利用計画の作成、及びサービス開始後のサービス等利用計画の見直し（モニタリン

グ）について、計画相談支援給付費を支給する。

法 障害児についても、新たに児童福祉法に基づき、市町村が指定する指定障害児相談支援事業者が、通所

サービスの利用に係る障害児支援利用計画（障害者のサービス等利用計画に相当）を作成する。

＊ 障害児の居宅介護等の居宅サービスについては、障害者総合支援法に基づき、「指定特定相談支援事業者」がサービス

等利用計画を作成。（障害児に係る計画は、同一事業者が一体的（通所・居宅）に作成）

支給決定プロセスの見直し等
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相談支援の充実
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１．対象者１．対象者１．対象者１．対象者

→ 障害者（児）の自立した生活を支え、障害者（児）の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメントによりきめ細かく

支援するため、対象者を大幅に拡大。

具体的な対象者については、以下のとおり。

→ 対象拡大に当たっては相談支援の提供体制の整備が必要であるため、平成２４年度から段階的に拡大し、平成２7年３月31日以降は、原

則としてすべての対象者について実施。

計画相談支援・障害児相談支援

２．サービス内容２．サービス内容２．サービス内容２．サービス内容

○○○○支給決定時（サービス利用支援・障害児支援利用援助）支給決定時（サービス利用支援・障害児支援利用援助）支給決定時（サービス利用支援・障害児支援利用援助）支給決定時（サービス利用支援・障害児支援利用援助）

・ 支給決定又は支給決定の変更前に、サービス等利用計画・障害児支援利用計画（以下、「計画」という。）案を作成。

・ 支給決定又は変更後、サービス事業者等との連絡調整、計画の作成。

○○○○支給決定後（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）支給決定後（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）支給決定後（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）支給決定後（継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助）

・ 厚生労働省令で定める期間ごとに、サービス等の利用状況の検証を行い計画の見直しを行う（モニタリング）。

・ サービス事業者等との連絡調整、支給決定又は支給決定の変更に係る申請の勧奨。

（障害者自立支援法の計画相談支援の対象者）（障害者自立支援法の計画相談支援の対象者）（障害者自立支援法の計画相談支援の対象者）（障害者自立支援法の計画相談支援の対象者）

・ 障害福祉サービスを申請した障害者又は障害児

・ 地域相談支援を申請した障害者

※ 介護保険制度のサービスを利用する場合については、障害福祉サービス固有の行動援護、同行援護、自立訓練（生活訓練）、

就労移行支援、就労継続支援等の場合で、市町村が必要と認めるとき求めるものとする。

（児童福祉法の障害児相談支援の対象者）（児童福祉法の障害児相談支援の対象者）（児童福祉法の障害児相談支援の対象者）（児童福祉法の障害児相談支援の対象者）

障害児通所支援を申請した障害児

法
法
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３．事業の実施者（市町村が指定する特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当））３．事業の実施者（市町村が指定する特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当））３．事業の実施者（市町村が指定する特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当））３．事業の実施者（市町村が指定する特定相談支援事業者・障害児相談支援事業者（計画作成担当））

（指定手続）（指定手続）（指定手続）（指定手続）

→ 「総合的に相談支援を行う者として厚生労働省令で定める基準に該当する者」が、事業所の所在地を管轄する市町村長に申請

し、当該市町村長が指定。（事業所の所在地以外の市町村の障害者（児）への計画相談支援、障害児相談支援も実施可。）

→ 「総合的に相談支援を行う者」の基準については、以下を満たす事業者とする。

① 三障害対応可（事業の主たる対象とする障害の種類を定めている場合でも、他の事業所との連携により対応可能な場合や、身近

な地域に指定特定・障害児相談支援事業所がないときを含む。）

② 医療機関や行政機関等の関係機関との連携体制を確保していること

③ 計画的に研修や事例検討を行う体制を整えていること

（（（（人員基準）人員基準）人員基準）人員基準）

→ 管理者及び相談支援専門員（従前の指定相談支援事業者と同じ）とする。※ 事業所ごとに、専従の者を配置しなければならない。（地域相談支援は業務に支障がないものとして兼務可）ただし、業務に支障のない場合は、当該事業所の他の職務等に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
（運営基準）（運営基準）（運営基準）（運営基準）

○ 計画作成に当たっては、利用者の希望等を踏まえて作成。

○ 計画作成手続

① 支給決定前に、利用者の居宅等への訪問面接によるアセスメントを行い、計画案（モニタリング期間の提案を含む）を作成。

② 利用者等の同意を得て、計画案を利用者に交付。

③ 支給決定後、事業者と連絡調整を行うとともに、サービス担当者会議の開催等により、計画案の内容の説明及び意見を求める。

④ ③により意見を求めた計画案について、利用者等に説明し、文書により同意を得て、計画を利用者に交付。

○ 掲示等

重要事項（運営規定の概要、業務の実施状況、従事する者の資格、経験年数、勤務体制等）の掲示義務の他、公表の努力規定。※ その他、従前の指定相談支援に係る指定基準と同様に、秘密保持、苦情解決、記録の整備等必要な事項について規定。
（その他）（その他）（その他）（その他）

→→→→ 障害児については、指定特定相談支援事業所及び障害児相談支援事業所の両方の指定を受けることが基本。

→→→→ 市町村直営の場合には、支給決定を行う組織とは独立した体制が確保されている場合に限り、指定。
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４．報酬４．報酬４．報酬４．報酬

○ 計画相談支援・障害児相談支援は、従前のサービス利用計画作成費の基本報酬を踏まえて基本報酬を設定。

・ サービス利用支援・障害児支援利用援助（計画作成） １，６１１単位／月

・ 継続サービス利用支援・継続障害児支援利用援助（モニタリング） １，３１０単位／月

・ 特別地域加算 +１５／１００

・ 利用者負担上限額管理加算 １５０単位

・ 特定事業所加算【新設】 ３００単位／月

・ 初回加算【新設】 ５００単位／月（障害児相談支援のみ）※ 介護保険のケアプランが作成されている利用者にサービス等利用計画の作成を求める場合であって、同一の者が作成を担当する場合には、報酬上の調整を行う。※ 障害児が障害福祉サービスと障害児通所支援の両方を利用する場合には、計画相談支援及び障害児相談支援の対象となる。この場合の報酬については、障害児相談支援給付費のみ支給。
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例えば次のような利用者については、標準期間よりきめ細かに２、３月ごとに実施する取扱いとする。

（計画相談支援）

ａ 就労や社会参加のために能力の向上等必要な訓練を行っている者

ｂ 生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が必要である者

ｃ 障害福祉サービスのみ利用している65歳以上の者

ｄ 利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者

（障害児相談支援）

ａ 学齢期の長期休暇等により、心身の状態が変化するおそれのある者

ｂ 就学前の児童の状態や支援方法に関して、不安の軽減・解消を図る必要のある保護者

きめ細かいモニタリングの実施について

【新】きめ細かいモニタリングの実施が必要な対象者

○ モニタリングの実施については、標準期間として、対象者の状況等に応じて、１月、６月、12月ごとに行うことを目安として示し

ており、それらを市町村が対象者の状況等を勘案して個別に定める仕組みとしているところであるが、利用している障害福祉

サービスや障害児通所支援をもって、一律に設定されているとの指摘がある。

○ 利用者への適切なマネジメントを継続的・効果的に行うため、きめ細かいモニタリングを実施できるよう対応

（現行の標準期間）

① 新規又は変更によりサービスの種類、内容、量に著しく変更があった者 → 利用開始から３ヶ月間、毎月

② 在宅の障害福祉サービス利用者（障害児通所支援を含む）又は地域相談支援利用者 ※①を除く → ６ヶ月ごと

ただし、以下の者（従前の制度の対象者）を除く。 → 毎月

・ 障害者支援施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援を行うことが必要である者

・ 単身の世帯に属するため連絡調整を行うことが困難である者

・ 常時介護を要する障害者等であって、意思疎通を図ることに著しい支障があるもののうち、四肢の麻痺及び寝た

きりの状態にあるもの並びに知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する者

③ 障害者支援施設、のぞみの園、療養介護入所者、重度障害者等包括支援 → １年ごと

Ｈ２７
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モニタリングの標準期間のイメージ

障害福祉サービスの利用者地域相談支援の利用者障害児通所 支援の利用者

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

支
給

決
定
（
新
規
等
）

1月目
入所サービスの利用者

（障害児を除く） 12月目
支給決定の有効期間の終期月に、モニタリングを実施。その結果、支給決定の更新等が必要な場合は、サービス等利用計画案の作成等を併せて実施。

支給決定の有効期間が1年の場合 在宅サービスの利用者

5月1日に新規に利用開始する場合の例

2月目 3月目
4月目 5月目 7月目6月目 8月目 9月目 10月目 11月目 12月目

１年に１回実施

6月目 12月目

11月1日

※ 当該期間は、「標準」であり、対象者の状況に応じ「２、３ヶ月」とすることや、在宅サービスの利

用者を「１年に１回」とすること、入所サービスの利用者を「１年に１回以上」とすることなどが想定

されることに留意。

６月に１回

実施

６月目

毎月実施

支給決定の有効期間が６か月の場合
23



１１１１．．．．対象者対象者対象者対象者

（（（（地域移行支援地域移行支援地域移行支援地域移行支援））））

○ 障害者支援施設、のぞみの園、児童福祉施設、療養介護を行う病院、矯正施設等又は保護施設に入所している障害者※ 児童福祉施設に入所する18歳以上の者、障害者支援施設に入所する15歳以上の障害者みなしの者も対象。
○ 精神科病院（精神科病院以外で精神病室が設けられている病院を含む）に入院している精神障害者

→ 長期に入院していることから支援の必要性が相対的に高いと見込まれる１年以上の入院者を中心に対象。

１年未満の入院者は、特に支援が必要な者（措置入院や医療保護入院から退院する者で住居の確保などの支援を必要とするもの

や地域移行支援を行わなければ入院の長期化が見込まれる者など）を対象。※ 地域移行支援の支給決定主体は、障害者支援施設等に入所する者と同様に、精神科病院を含め居住地特例を適用。（入院・ 入所前の居住地の市町村が支給決定）
（（（（地域定着支援地域定着支援地域定着支援地域定着支援））））

○ 以下の者のうち、地域生活を継続していくための常時の連絡体制の確保による緊急時等の支援体制が必要と見込まれる者。

･ 居宅において単身で生活する障害者

･ 居宅において同居している家族等が障害、疾病等のため、緊急時等の支援が見込まれない状況にある障害者

→ 具体的な対象者のイメージは、施設・病院からの退所・退院、家族との同居から一人暮らしに移行した者、地域生活が不安定な者等

→ グループホーム、宿泊型自立訓練の入居者については、対象外。※ 地域相談支援の給付決定に当たっては、障害支援区分認定調査に係る項目を調査（障害支援区分の認定は不要）ただし、国庫補助事業支援対象者については調査を実施しないことも可。（更新時は調査が必須）
２２２２．．．．サービスサービスサービスサービス内容内容内容内容

（（（（地域移行支援地域移行支援地域移行支援地域移行支援））））

住居の確保その他の地域における生活に移行するための活動に関する相談その他の厚生労働省令で定める便宜を供与。

→ 「その他厚生労働省令で定める便宜」は、地域移行のための障害福祉サービス事業所等への同行支援等。

（（（（地域定着支援地域定着支援地域定着支援地域定着支援））））

常時の連絡体制を確保し、障害の特性に起因して生じた緊急の事態等に相談その他の便宜を供与。

→ 「常時の連絡体制」については、携帯電話による体制によることも可。また、緊急の事態に対して速やかに駆けつけられる体制を確保することが

前提。

→ 「その他の便宜」については、障害福祉サービス事業所等との連絡調整等の緊急時の各種支援。

法法

法
法

地域相談支援（地域移行支援・地域定着支援）の基準
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３３３３．．．．給付決定給付決定給付決定給付決定のののの有効期間有効期間有効期間有効期間

（（（（地域移行支援地域移行支援地域移行支援地域移行支援））））

→ ６か月以内。地域生活への移行が具体的に見込まれる場合には、６ヶ月以内で更新可。

更なる更新については、必要に応じて市町村審査会の個別審査を経て判断。

（（（（地域定着支援地域定着支援地域定着支援地域定着支援））））

→ 1年以内。地域生活を継続していくための緊急時の支援体制が必要と見込まれる場合には、１年以内で更新可。

（その後の更新も同じ）

４４４４．．．．事業事業事業事業のののの実施者実施者実施者実施者（（（（都道府県都道府県都道府県都道府県・・・・指定都市指定都市指定都市指定都市・・・・中核市中核市中核市中核市がががが指定指定指定指定するするするする一般相談支援事業者一般相談支援事業者一般相談支援事業者一般相談支援事業者（（（（地域移行地域移行地域移行地域移行・・・・定着担当定着担当定着担当定着担当））））））））※ 施行（平成２４年４月１日）の際、既存の指定相談支援事業者は、１年以内は「指定一般相談支援事業者（地域移行・定着担当）」と みなす。（期間内に指定申請しないときは、その効力を失うことに留意。）
（（（（指定手続指定手続指定手続指定手続））））

→ 当該事業所の所在地を管轄する都道府県知事・指定都市市長・中核市市長に申請し、当該自治体が指定。

（（（（人員基準人員基準人員基準人員基準））））

→ 管理者、地域移行支援・地域定着支援を担当する者(そのうち１人は相談支援専門員）とする。※ 事業所ごとに、専従の者を配置をしなければならない（計画相談支援・障害児相談支援との兼務は可）。ただし、業務に支障のない場合は、当該事業所の他の職務等に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができる。※ 相談支援専門員については、自ら地域相談支援を実施する他、その他の者への技術的指導、助言を行う役割。※ 地域移行支援・地域定着支援を担当する者については、資格や経験を問わない。※ 精神障害者地域移行・定着支援事業を実施する事業者は、当面の間、相談支援専門員の有無に関わらず指定できる経過措置を設ける。（できる限り速やかに相談支援専門員を配置することが望ましい。）
（（（（運営基準運営基準運営基準運営基準（（（（地域移行支援地域移行支援地域移行支援地域移行支援））））））））

○ 地域移行支援計画の作成

対象者ごとに地域移行支援計画を作成。

なお、作成に当たっては、利用者への面接や障害者支援施設等又は精神科病院の担当者を招集した会議を開催し意見を求める。

○ 相談及び援助

利用者への対面による支援について、概ね週１回以上行わなければならない。

○ 体験利用、体験宿泊

障害福祉サービスの体験利用について、指定障害福祉サービス事業者への委託により実施。また、体験宿泊について、指定障

害福祉サービス事業者等への委託により実施できる。

○ 重要事項の掲示義務、公表の努力規定を設ける。※ その他、秘密保持、苦情解決、記録の整備等必要な事項について規定。

法
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５５５５．．．．報酬報酬報酬報酬

地域移行支援・地域定着支援は、毎月定額で算定する報酬を設定しつつ、特に支援を実施した場合等を加算で評価。

（（（（地域移行支援地域移行支援地域移行支援地域移行支援））））

・ 地域移行支援サービス費 ２，３２３単位／月（毎月算定。少なくとも月２回以上面接・同行による支援が要件。）

・ 初回加算 ５００単位／月

・ 退院・退所月加算 ２，７００単位／月（退院・退所月に加算）

・ 集中支援加算 ５００単位／月（退院・退所月以外で月６日以上面接・同行による支援を行った場

合に加算）

・ 障害福祉サービス事業の体験利用加算 ３００単位／日（障害福祉サービスの体験利用を行った場合に加算）

・ 体験宿泊加算（Ⅰ） ３００単位／日（体験宿泊を行った場合に加算。（Ⅱ）が算定される場合は除く。）

・ 体験宿泊加算（Ⅱ） ７００単位／日（夜間支援を行う者を配置等して体験宿泊を行った場合に加算）

・ 特別地域加算 +１５／１００

（（（（地域定着支援地域定着支援地域定着支援地域定着支援））））

・ 地域定着支援サービス費 ［体制確保分］ ３０2単位／月（毎月算定）

［緊急時支援分］ ７０5単位／日（緊急時に居宅訪問又は滞在型の支援を行った場合に算定）

・ 特別地域加算 +１５／１００

（（（（運営基準運営基準運営基準運営基準（（（（地域定着支援地域定着支援地域定着支援地域定着支援））））））））

○ 地域定着支援台帳の作成

対象者ごとに、緊急時において必要となる家族、サービス事業者、医療機関等の連絡先等を記載した地域定着支援台帳を作成。

作成に当たっては、利用者に面接によるアセスメントを実施し、作成。

○ 常時の連絡体制の確保等

利用者との常時の連絡体制を確保するとともに、適宜居宅への訪問等を行い、利用者の状況を把握。

○ 緊急の事態における支援等

緊急時に速やかに居宅への訪問等による状況把握を実施するとともに、利用者の家族、関係機関との連絡調整、緊急一時的

滞在支援（指定障害福祉サービス事業者に委託可）等の措置を講じる。

○ 地域移行支援と同様に、 重要事項の掲示義務、公表の努力規定を設ける。※ その他、秘密保持、苦情解決、記録の整備等必要な事項について規定。
（（（（そのそのそのその他他他他））））

→ 地域移行支援・地域定着支援はできる限り支援の継続性を確保する観点から、両方の指定を受けることが基本。

ただし、他の事業所との連携等により適切に支援することが可能な場合には、地域移行支援のみ又は地域定着支援のみの指定可。
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施設・病院施設・病院施設・病院施設・病院 地 域

地域定着支援地域定着支援地域定着支援地域定着支援常時の連絡体制の確保等地域移行支援地域移行支援地域移行支援地域移行支援同行支援・入居支援等
退院・退所希望者

計画相談支援（指定特定相談支援事業者）
地域相談支援（指定一般相談支援事業者）

・モニタリング・サービス等利用計画の作成・見直し ・モニタリング・サービス等利用計画の見直し モニタリング モニタリング モニタリング
・・・・・・・・・・・・

施設入所者及び入院患者の地域移行に係る支援のイメージ

○ 施設入所者は、一定期間ごとのモニタリングを通じて、地域移行支援に繋げる。

○ 精神科病院からの退院にあたって支援を要する者については、本人や精神科病院から市町村や相談支

援事業者に連絡し、地域移行支援に繋げる。

※ 入所施設や精神科病院における地域移行の取組と連携しつつ実施。

モニタリング
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自宅
グループホ

ーム

精神科病院等

障害福祉サービス事業所

入所施設

共同生活住居への入居を希望している者が体験的な入居を行う場合・介護サービス包括型：699単位～289単位（障害支援区分別）・外部サービス利用型：289単位（受託介護サービスを行った場合は、サービスに要する標準的な時間に応じて受託介護サービス費を算定 ［95単位～］）連続30日以内かつ年50日以内
グループホームの体験入居

常時の連絡・支援体制を確保した上で、1人暮らしに向けた体験宿泊を実施する場合（体験宿泊加算）・300単位・700単位（夜間支援を行う場合）１５日が上限
地域移行支援（体験宿泊）

体験宿泊の場地域移行支援（体験利用）障害福祉サービス事業者への委託により障害福祉サービスの体験利用を実施した場合（障害福祉サービス事業の体験利用加算）300単位１５日が上限

体験利⽤時は体験利⽤時⽀援加算（300単位）が算定可能 体験⼊居・体験宿泊・体験利⽤の利⽤実績の推移（国保連）

体験入居
体験入居・体験宿泊中は入院・外泊時加算(Ⅰ)（320〜247単位）が算定可能

施設入所者等の地域⽣活への移⾏を円滑に進めるためには、地域での⽣活に徐々に慣れていくことが重要であると考えられることから、入所・入院中の段階から宿泊等の地域生活の体験ができるようグループホーム等の体験入居や体験宿泊、障害福祉サービスの体験利⽤を促進。また、グループホームの体験入居については、家族と同居しながら⾃宅で⽣活する障害者も利⽤可能。

相談支援事業所

施設入所者等の地域生活の体験に関する仕組み

地域生活へ移行
（単位：人）H24.3 H25.3 H26.3 H27.3体験入居 共同生活援助（介護サービス包括型）※H25以前は旧CH 558 803 860 1,154外部サービス利用型共同生活援助※H25以前は旧GH 232 294 289 141地域移行支援 障害福祉サービスの体験利用 － 52 47 61体験宿泊 － 30 30 32体験宿泊（夜間支援を行う場合） － 25 32 39
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（３）障害福祉サービス等の概要について
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障害者総合支援法障害者総合支援法障害者総合支援法障害者総合支援法

第４２条第４２条第４２条第４２条

（指定障害福祉サービス事（指定障害福祉サービス事（指定障害福祉サービス事（指定障害福祉サービス事業者及び指定業者及び指定業者及び指定業者及び指定障害者支援施設等の障害者支援施設等の障害者支援施設等の障害者支援施設等の設置者の設置者の設置者の設置者の責務）責務）責務）責務）

２２２２ 指定事業者等は、その提供する障害福祉指定事業者等は、その提供する障害福祉指定事業者等は、その提供する障害福祉指定事業者等は、その提供する障害福祉サービスのサービスのサービスのサービスの質の評価を行うことその他の措質の評価を行うことその他の措質の評価を行うことその他の措質の評価を行うことその他の措

置置置置を講ずることにより、障害福祉を講ずることにより、障害福祉を講ずることにより、障害福祉を講ずることにより、障害福祉サービスのサービスのサービスのサービスの質の向上質の向上質の向上質の向上に努めなければならない。に努めなければならない。に努めなければならない。に努めなければならない。

サービス事業者等の責務

児童福祉法児童福祉法児童福祉法児童福祉法

第２１条の５の１７第２１条の５の１７第２１条の５の１７第２１条の５の１７

（指定障害児通所支援事業者及び指定医療機関の設置者の責務）（指定障害児通所支援事業者及び指定医療機関の設置者の責務）（指定障害児通所支援事業者及び指定医療機関の設置者の責務）（指定障害児通所支援事業者及び指定医療機関の設置者の責務）

２２２２ 指定障害児事業者等は、その提供する障害児通所支援の指定障害児事業者等は、その提供する障害児通所支援の指定障害児事業者等は、その提供する障害児通所支援の指定障害児事業者等は、その提供する障害児通所支援の質の評価を行うことその他質の評価を行うことその他質の評価を行うことその他質の評価を行うことその他

の措置の措置の措置の措置を講ずることにより、障害児通所支援のを講ずることにより、障害児通所支援のを講ずることにより、障害児通所支援のを講ずることにより、障害児通所支援の質の向上質の向上質の向上質の向上に努めなければならない。に努めなければならない。に努めなければならない。に努めなければならない。

第２４条の１１第２４条の１１第２４条の１１第２４条の１１

（指定障害児入所施設等の設置者の責務）（指定障害児入所施設等の設置者の責務）（指定障害児入所施設等の設置者の責務）（指定障害児入所施設等の設置者の責務）

２２２２ 指定障害児入所施設等の設置者は、その提供する障害児入所支援の指定障害児入所施設等の設置者は、その提供する障害児入所支援の指定障害児入所施設等の設置者は、その提供する障害児入所支援の指定障害児入所施設等の設置者は、その提供する障害児入所支援の質の評価を行質の評価を行質の評価を行質の評価を行

うことその他の措置うことその他の措置うことその他の措置うことその他の措置を講ずることにより、障害児入所支援のを講ずることにより、障害児入所支援のを講ずることにより、障害児入所支援のを講ずることにより、障害児入所支援の質の向上質の向上質の向上質の向上に努めなければに努めなければに努めなければに努めなければ

ならない。ならない。ならない。ならない。
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障害者・児障害者・児障害者・児障害者・児

都道府県

・広域支援・広域支援・広域支援・広域支援 ・人材育成・人材育成・人材育成・人材育成 等等等等

介護給付介護給付介護給付介護給付

支援

地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業地域生活支援事業

市 町 村

・居宅介護 ・重度訪問介護

・同行援護 ・行動援護

・療養介護 ・生活介護

・短期入所

・重度障害者等包括支援

・施設入所支援

・地域移行支援

・地域定着支援

・サービス利用支援

・継続サービス利用支援

自立支援医療自立支援医療自立支援医療自立支援医療

・更生医療

・育成医療

・精神通院医療

・相談・相談・相談・相談支援支援支援支援 ・意思疎通支援・意思疎通支援・意思疎通支援・意思疎通支援 ・日常・日常・日常・日常生活用具生活用具生活用具生活用具

・移動支援・移動支援・移動支援・移動支援 ・・・・地域活動支援センター地域活動支援センター地域活動支援センター地域活動支援センター

・福祉ホーム・福祉ホーム・福祉ホーム・福祉ホーム 等等等等

補装具補装具補装具補装具

自立支援給付

第２８条第１項 第５条第16項第６条
第５条第22項第５条第23項

第７７条第１項
第７８条 ※自立支援医療のうち、精神通院医療の実施主体は都道府県及び指定都市

★原則として国が１／２負担★原則として国が１／２負担★原則として国が１／２負担★原則として国が１／２負担

★国が１／２以内で補助★国が１／２以内で補助★国が１／２以内で補助★国が１／２以内で補助

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）

・就労移行支援

・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

・共同生活援助
第２８条第２項

訓練等給付訓練等給付訓練等給付訓練等給付

相談支援相談支援相談支援相談支援

障害者総合支援法の給付・事業
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（注）１．表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。２．利用者数及び施設・事業所数は平成27年３月現在の国保連データ。

サービス名サービス名サービス名サービス名

者者者者 児児児児

居宅介護（ホームヘルプ）居宅介護（ホームヘルプ）居宅介護（ホームヘルプ）居宅介護（ホームヘルプ）重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護重度訪問介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援等を総合的に行う児児児児者者者者者者者者
行動援護行動援護行動援護行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行う重度障害者等包括支援重度障害者等包括支援重度障害者等包括支援重度障害者等包括支援短期入所（ショートステイ）短期入所（ショートステイ）短期入所（ショートステイ）短期入所（ショートステイ）療養介護療養介護療養介護療養介護
施設入所支援施設入所支援施設入所支援施設入所支援生活介護生活介護生活介護生活介護
自立訓練（機能訓練）自立訓練（機能訓練）自立訓練（機能訓練）自立訓練（機能訓練）

介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行う施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供する
自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な訓練を行う

児児児児者者者者 児児児児者者者者 児児児児者者者者者者者者者者者者者者者者
者者者者就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労移行支援就労継続支援（就労継続支援（就労継続支援（就労継続支援（A型＝雇用型）型＝雇用型）型＝雇用型）型＝雇用型） 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練を行う者者者者者者者者

共同生活援助（グループホーム）共同生活援助（グループホーム）共同生活援助（グループホーム）共同生活援助（グループホーム） 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事の介護、日常生活上の援助を行う者者者者

同行援護同行援護同行援護同行援護 視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必要な情報提供や介護を行う児児児児者者者者

自立訓練（生活訓練）自立訓練（生活訓練）自立訓練（生活訓練）自立訓練（生活訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な支援、訓練を行う
就労継続支援（就労継続支援（就労継続支援（就労継続支援（B型）型）型）型） 一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練を行う者者者者

者者者者

障害福祉サービス等の体系１

居居居居住住住住系系系系

訪訪訪訪問問問問系系系系
日日日日中中中中活活活活動動動動系系系系施施施施設設設設系系系系
訓訓訓訓練練練練系系系系・・・・就就就就労労労労系系系系

介護給付介護給付介護給付介護給付

訓訓訓訓練練練練等等等等給給給給付付付付

利用者数利用者数利用者数利用者数 施設・事業所数施設・事業所数施設・事業所数施設・事業所数18,71918,71918,71918,7196,6296,6296,6296,629

260,169260,169260,169260,16919,45719,45719,45719,457
132,296132,296132,296132,296
2,4352,4352,4352,435

1,4391,4391,4391,439９９９９
8,8018,8018,8018,801
3,9773,9773,9773,977241241241241
2,6262,6262,6262,626
18718718718729,62629,62629,62629,62647,73347,73347,73347,733 2,9852,9852,9852,9852,6682,6682,6682,668

96,01296,01296,01296,012 6,6376,6376,6376,637

5,7365,7365,7365,736

12,25412,25412,25412,254 1,1841,1841,1841,184
196,019196,019196,019196,019 9,2239,2239,2239,223

155,787155,787155,787155,7879,9609,9609,9609,960
8,5198,5198,5198,5192929292943,11943,11943,11943,119
22,51222,51222,51222,512
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（注）１．表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。２．利用者数及び施設・事業所数は平成27年３月現在の国保連データ。

サービス名サービス名サービス名サービス名

者者者者 児児児児

児童発達支援児童発達支援児童発達支援児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援医療型児童発達支援 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援を行う。日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支援及び治療を行う。児児児児
保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援保育所等訪問支援 保育所等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援などを行う。
計画相談支援計画相談支援計画相談支援計画相談支援医療型医療型医療型医療型障害児入所施設障害児入所施設障害児入所施設障害児入所施設
障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援障害児相談支援

施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与を行う。施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与並びに治療を行う。【サービス利用支援】・サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成・支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成【継続利用支援】・サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）・事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨【障害児利用援助】・障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成・給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成【継続障害児支援利用援助】
児児児児児児児児者者者者

地域移行支援地域移行支援地域移行支援地域移行支援 住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する相談、各障害福祉サービス事業所への同行支援等を行う。者者者者

放課後放課後放課後放課後等等等等デイサービスデイサービスデイサービスデイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上のための必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う児児児児
障害福祉サービス等の体系２

障害児通所系障害児通所系障害児通所系障害児通所系障害児入所系障害児入所系障害児入所系障害児入所系
相談支援系相談支援系相談支援系相談支援系

そそそそのののの他他他他のののの給給給給付付付付

利用者数利用者数利用者数利用者数 施設・事業所数施設・事業所数施設・事業所数施設・事業所数75,01175,01175,01175,011 3,1983,1983,1983,1982,6232,6232,6232,623 101101101101
1,6701,6701,6701,6701,8441,8441,8441,8442,1482,1482,1482,148
26,73926,73926,73926,739
117,411117,411117,411117,411

2,1672,1672,1672,167

312312312312192192192192186186186186
2,5132,5132,5132,513
5,9955,9955,9955,995

414414414414500500500500 278278278278

94,97894,97894,97894,978 5,8155,8155,8155,815児児児児

児児児児
地域地域地域地域定着定着定着定着支援支援支援支援 常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事態等における相談、障害福祉サービス事業所等と連絡調整など、緊急時の各種支援を行う。者者者者

福祉型福祉型福祉型福祉型障害児入所施設障害児入所施設障害児入所施設障害児入所施設 児児児児児児児児
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